
新型コロナウイルス感染症の影響下にあっても、地域の貴重な経営資源を守り抜くべく

円滑な事業承継・引継ぎ
を後押しします

経営資源を次世代に引き継ぎたい皆様
・規模拡大等により成長を目指す皆様へ

令和２年度３次補正予算案・令和３年度税制改正において措置予定
（上記予算案・税制改正の成立を前提としており、今後内容が変更等される場合があります。）

 経営資源集約化税制【新設】
①M&A実施後のリスクに備える準備金
②設備投資減税、③雇用確保を促す税制

の３つの措置をセットで適用し、経営資源の集約化を推進します。

詳細は裏面をチェック✔

 事業承継・引継ぎ補助金
M&A時の士業専門家の活用費用（仲介手数料、デューデリジェンス費用等）、
事業承継後の新たな取組（設備投資や販路開拓等）や廃業に係る費用等

を補助します。

 事業引継ぎ支援センター事業
全47都道府県に設置された事業引継ぎ支援センターにおいて、

事業者のニーズに対して適切な相談対応やマッチング支援を行います。

現在、こちらの施策をご活用いただけます！
 中小M&Aガイドライン
（①M&Aの基本的な事項、②適切なM&Aのための行動指針を提示するもの）
 事業承継税制
（贈与税・相続税の納税が猶予又は免除される制度）



経営資源
集約化
税制

事業承継
・引継ぎ
補助金

事業引継ぎ
支援センター
事業

全国47都道府県の事業引継ぎ支援センターで事業引継ぎを支援
＜支援内容＞
① 事業引継ぎに関する経営上の課題抽出と解決に向けたサポート、情報提供
② 後継者不在企業と引継ぎ希望企業／創業希望者とのマッチング支援
③ 事業引継ぎを行う金融機関、仲介業者等の登録機関への紹介
④ 専門家派遣による利用企業へ寄り添った最適な支援

お問合せ先 中小企業庁 事業環境部 財務課
０３-３５０１-５８０３

M&A時の専門家活用を支援 【専門家活用型】
＜補助対象経費＞専門家の仲介手数料、デューデリジェンス費用、企業概要書作成費用等

（廃業費用として）廃業登記費、在庫処分費、解体費、原状回復費等
• 経営資源の譲渡しを検討している方／着手している方

補助率： ２／３ 補助上限額：400万円 廃業費用：200万円
• 経営資源の譲受けを検討している方／着手している方

補助率： ２／３ 補助上限額：400万円 廃業費用：－

事業承継・引継ぎ後の新たな取組の支援
＜補助対象経費＞事業承継・引継ぎ後の設備投資、販路開拓費用等

（廃業費用として）廃業登記費、在庫処分費、解体費、原状回復費等
• 他社の経営資源を引き継いで創業した方 【創業支援型】

補助率：２／３ 補助上限額：400万円 廃業費用：200万円
• 親族内承継等で経営者交代をされた方 【経営者交代型】

補助率：２／３ 補助上限額：400万円 廃業費用：200万円
• M&Aにより経営資源を引き継いだ方 【M&A型】

補助率：２／３ 補助上限額：800万円 廃業費用：200万円

生産性向上等を目指す計画に基づくM&Aを実施した場合、
以下の3つの措置をセットで適用し、経営資源の集約化を推進

投資額の10％を税額控除又は全額即時償却。
※資本金3,000万円超の中小企業者等の税額控除率は７％

②M&Aの効果を高める設備投資減税

M&Aに伴って行われる労働移転等によって、給与等
支給額を対前年比で2.5％以上引き上げた場合、
給与等支給額の増加額の25％を税額控除。

（1.5%以上の引上げは15%の税額控除）

③雇用確保を促す税制

M&A実施後に発生し得るリスク（簿外債務等）に備えるため、据置期間付（５年間）の準備金を措置。
M&A実施時に、投資額の70%以下の金額を損金算入。

①準備金の積立（リスクの軽減）

リスク軽減

設備投資

雇用確保

M&Aコスト低減

設備投資等

廃業支援

＜参考＞既存の主な関連施策
 中小M&Aガイドライン（詳細は右のQRコードよりご確認下さい）

①M&Aの基本的な事項、
②適切なM&Aのための行動指針（例．利益相反になり得る仲介において、
譲渡側・譲受側の双方から手数料を徴収している等の不利益情報の開示など）等を提示するもの。

 事業承継税制（法人版、個人版）
• 贈与税・相続税の納税が猶予又は免除される制度。
• 適用要件の特例承継計画の提出期限は、法人版が2023年３月31日、個人版が2024年３月31日。

相談・ﾏｯﾁﾝｸﾞ


